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ま え が き

この「財政事情」は、地方自治法及び町条例に基づいて、

毎年２回（６月１日と１２月１日）公表するものです。

今回の６月１日分では、平成３０年度予算編成方針等、

平成３０年度当初予算の内容、平成２９年度下半期におけ

る補正予算の状況、平成２９年度予算の執行状況、町民の

税負担の状況などについて、そのあらましを公表します。
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３ 地方公営企業法第４０条の２に基づく下水道事業会計の業務状況の報告 

は下水道課にて公表します。 

平成３０年６月公表
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第１  平成３０年度当初予算について 

当初予算とは、一会計年度間の歳入・歳出を網羅して計上されるもので、その年度の

開始前に議会の議決を経ることとされています。 

 平成３０年度予算は、３月に開かれた「平成３０年第１回菊陽町議会定例会」で議決

されました。 

１ 予算編成方針

１０月の月例経済報告によると、９月に引き続き「景気は、緩やかな回復基調が続いている。」

とし、「先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種施策の効果もあって、

緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動

の影響に留意する必要がある。」としている。 

このような中、国の平成３０年度予算は、「平成３０年度予算の概算要求に当たっての基本

的な方針について」（平成29年7月20日閣議了解）において、年金・医療等については、前年度

当初予算額から６，３００億円を加算した範囲内で要求すること、義務的経費以外の経費につ

いては１００分の９０の範囲内で要求すること、「新しい日本のための優先課題推進枠」を設

けることなどを示している。 

一方、地方財政については、「平成３０年度の地方財政の課題」（平成29年8月31日報道資料）

において、地方の一般財源総額について、平成２９年度地方財政計画の水準を下回らないよう

実質的に同水準を確保すること。行政サービスのアウトソーシング、情報システムのクラウド

化などの地方行政サービス改革の推進、公共施設等の適正管理、財政状況の「見える化」など

地方団体の財政マネジメントを強化することとしている。また、地方交付税の概算要求におい

ては、地方税の増及び交付税特別会計の剰余金がない等により地方団体の交付ベースで約４，

０００億円の減額、臨時財政対策債で約５，０００億円の増額となっている。 

財務省が公表した平成３０年度一般会計の概算要求・要望額は、１００兆９，５８６億円で、

４年連続で１００兆円を超えている。国債費を除いた政策経費が７７兆１，３７２億円で過去

最高、「優先課題推進枠」は３兆８，５８３億円の要求となっている。 

また、「人づくり革命」の目玉政策となる幼児教育無償化については、金額を明示しない事

項要求となっている。 

県が公表した平成３０年度予算編成方針によると、「熊本復旧・復興４ヶ年戦略」に掲げる

施策を基本とし、復旧・復興と熊本の更なる発展につながるなどの必要不可欠な取組を加速化

させること、通常県債（震災対応分と臨時財政対策債を除いた県債）の残高を増加させない予

算編成を継続することとしており、平成２９年度に実施した一般行政経費や単独投資的経費に

おいて対前年度８０％のシーリングの設定について、平成３０年度においてもこれらの水準を

維持していくとしている。 

また、「予算編成要領」では、平成２９年度で終期が到来する事業は原則として廃止する。
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積極的に市町村への事務や権限の委譲を行う。県が提供する行政サービスについて、積極的に

民間委託等を検討する。県と市町村及び市町村同士の広域連携を推進するとしている。 

本町の財政状況について、平成２８年度の決算状況でみると、一般会計における町債の借入

金残高は、１６１億８千万円（前年比３億６千万円増）となっている。 

一方、貯金である基金の残高は、財政調整基金が２１億円、減債基金が６億円であり、特定

目的基金の１９億円を含めて４６億円（前年度比２億円減）となり、前年度と比べると熊本地

震からの復旧・復興事業の推進等により減少している。 

更には、平成２９年度一般会計予算にあっては、熊本地震からの災害復旧事業、小中学校の

施設整備、道路及び町営住宅の整備に係る地方債や臨時財政対策債など、町債発行額は１７億

１千万円の予定で、公債費償還元金の１４億５千万円を２億６千万円上回っており、町債残高

は増加し１６４億４千万円となる見込みである。また、財源不足による基金の取り崩しにより、

基金残高が５億４千万円減少（財政調整基金は１億９千万円減少）する見込みである。 

平成３０年度は、「菊陽町熊本地震復旧・復興計画」に掲げる施策を推進しながら、人口増

加や企業の進出に対する小中学校や保育所の整備、道路等のインフラ整備などを進めていかな

ければならない。 

しかしながら、国の予算編成の動向や熊本県の予算編成方針等をみると非常に厳しいものが

あり、本町においても同様の状況となることが予想される。 

以上を踏まえ、平成３０年度の予算は、次のように編成する。 

（１）甚大な被害をもたらした平成２８年熊本地震から１年半が経過し、本町の復旧・復興は着

実に進んでいる。引き続き「菊陽町熊本地震復旧・復興計画」に掲げた事業を確実に進めて

行く。 

（２）限られた財源の中で住民のニーズに応える行政サービスを提供し続けていくためには、事

業の見直し等を含めた行政改革に取り組む必要がある。そのため、以下のとおり取り組むこ

ととする。 

・事業の必要性、費用対効果等の精査による廃止等を含めた見直し 

・公共施設の建設、改修及び本町の施設管理や窓口業務などについて、ＰＦＩ・指定管理等

を含めた官民連携（ＰＰＰ）の積極的な検討 

・事務の効率化等による人件費の適正化 

（３）持続可能な自治体経営を行うためには、適切な財政運営に取り組む必要がある。そのため

には、財政規律を遵守しながら予算編成を進めて行かなければならないため、以下のとおり

取り組むこととする。 

  ・通常債残高（災害復旧債と臨時財政対策債を除く町債）は増加させない。 

  ・財政調整基金及び減債基金の繰入額は、当該基金の残高が平成２９年度標準財政規模の２

０％を下回らない額を上限とする。 

（４）公共施設の老朽化に伴う更新費用が今後増大する見込であるため、計画的な施設の更新を

進める必要がある。ついては「菊陽町公共施設等総合管理計画」に基づき以下のとおり取り

組むこととする。 

  ・使用年数が耐用年数に近い施設については、劣化診断等を実施し状況を把握したうえで「個
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別施設計画」を策定し、単年度に負担が大きくならないよう計画的に施設を更新する。 

   ・道路、橋りょう等についても単年度に負担が大きくならないよう計画的に更新する。また、

下水道施設においては、更新等の費用が一般会計からの補助等によることがないよう適切

な使用料の設定に努めること。 

（５）第５期菊陽町総合計画基本構想の将来像である「人・緑 未来輝く生活都市 きくよう」

を見据え、着実に事業を実施していくが、近年の厳しい財政状況を踏まえ、以下のとおり重

点的又は選択的な視点をもって取り組むこととし、可能な限り進度調整を行うものとする。 

  ・近年の人口増加や企業の進出によって、緊急的に実施が必要となった事業 

  ・町民の日常生活等において、生じる可能性のある危険や不便さを取り除くために実施する

事業 

  ・積極的な歳入確保、または事務改善及び効率化により費用の抑制につながる事業 



6

２ 予算の規模

  平成３０年度の会計別当初予算は表１のとおりです。 

一般会計の当初予算は１４８億８，２１１万２千円で、平成２９年度当初予算額に比べて２％、

２億９，２１１万２千円増加しています。 

  また特別会計は、７４億４，６６７万７千円で前年度に比べて７．２６％､５億３７７万１千

円増加しています。 

なお、一般会計の当初予算の推移は図１のとおりです。 

表１ 

（単位：千円）

区　　　分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 額 伸 び 率 （％）

一 般 会 計 14,882,112 14,590,000 292,112 2.00

特 別 会 計 7,446,677 6,942,906 503,771 7.26

合　　　計 22,328,789 21,532,906 795,883 3.70

※特別会計の各数値は、11ページに掲載しています。

平成30年度当初予算と平成29年度当初予算の比較

図１ 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

当初予算額 9,716,610 10,107,476 10,424,291 11,855,000 13,990,000 12,800,000 13,300,000 13,700,000 13,200,000 14,590,000 14,882,112

前年度伸率 △ 1.33 4.02 3.13 13.72 18.01 △ 8.51 3.91 3.01 △ 3.65 10.53 2.00

当初予算の推移（一般会計）

（単位：千円,％)
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○議会費 ○商工費

・議会運営費 ・商工振興費

・企業誘致対策事業

○総務費 ・工業団地造成事業特別会計繰出金

・自治会関係事業 ・観光費

・文書広報費（広報きくよう発行等） 

・スクールパトロール事業 ○土木費

・交通安全対策事業 ・道路等の新設改良 

・防犯灯設置事業 ・道路等の維持管理 

・地域公共交通事業（町内巡回バス等） ・土地区画整理事業 

・電子計算システムの運用管理 ・公園の維持管理 

・役場庁舎管理費 ・町営住宅の維持管理 

・消費者行政活性化事業（消費生活相談） ・町営古閑原団地整備事業 

・総合スポーツ施設整備基金積立 ・下水道事業（公共分）への負担など 

・光の森町民センター等施設運営 ・被災宅地復旧支援事業 

・きくよう健康倶楽部運営等費 ・まちづくり基本調査委託 

・町長選挙費

○消防費

○民生費 ・菊池広域連合負担金（消防費）

・障害者福祉費（総合支援費他） ・非常備消防費（消防団員関係費など） 

・高齢者福祉費 ・消防操法大会事業 

・放課後児童健全育成事業 ・消防防災施設整備事業 

・病児・病後児保育事業 ・（仮称）防災センター整備事業 

・児童手当 

・保育所運営費（公立7園） ○教育費

・私立保育所保育委託料（8園） ・中学生海外派遣事業

・認定こども園運営給付費 ・外国青年招致事業（２人）

・小規模保育所等運営給付費　　　　　 ・各小中学校関係備品購入

・国民健康保険特別会計繰出金 ・特別支援指導助手他各種非常勤講師等の活用 

・介護保険特別会計繰出金 ・菊陽北小学校施設整備事業 

・後期高齢者医療特別会計繰出金 ・武蔵ヶ丘中学校施設整備事業 

・県後期高齢者医療広域連合負担金 ・私立幼稚園費 

・住まいの再建支援事業　　　　　　　　　 ・生涯学習の推進（施設の運営含む） 

・地域支え合いセンター事業　　　　　　　 ・図書館の運営（ホール運営含む） 

・総合体育館整備事業 

○衛生費

・子ども医療費助成（中３まで） ○公債費

・妊産婦・乳児健康診査事業 ・元金 

・予防接種事業（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻ゙ 他） ・利子

・各種健康診査事業

・むし歯予防対策事業

・菊池環境保全組合負担金(ごみ処理) ■特別会計予算

・菊池広域連合負担金（し尿処理費） 

・菊池広域連合負担金（火葬場費） ○土地取得特別会計

・ごみ収集運搬業務委託料等 ・（仮称）光の森多目的広場管理事業 

・リサイクル奨励金等　他計4補助事業 ・一般会計繰出金 

・太陽熱温水器、雨水浸透桝他設置補助事業

・共同墓地復旧支援事業補助金 ○工業団地造成事業特別会計

・工業団地造成事業（調査委託料など）

○労働費

・勤労青少年ﾎー ﾑ、働く婦人の家運営費 ○国民健康保険特別会計

・保険給付費 

○農林水産業費 ・国民健康保険事業費納付金 

・農業振興費 ・特定健康診査等事業　 

・畜産振興費 

・土地改良事業（水路の整備など） ○介護保険特別会計

・下水道事業（農業集落排水）への補助 ・保険給付費 

・町有林の管理 ・地域支援事業費 

・青年就農給付金事業　　　　　　　　　　

・農地集積推進事業                         ○後期高齢者医療特別会計 

・多面的機能支払交付金事業　　　　　　　 ・県後期高齢者医療広域連合納付金 

・健康保持増進事業 

1億4,836万円

3億6,118万円

23億3,916万円

9億3,378万円

2,340万円

21億3,200万円

11億4,095万円

1億4,815万円

116万円

8,676万円

467万円

12億 1,682万円

1億1,806万円

 473万円

9,201万円

2億8,382万円

4億117万円

4,607万円

3,370万円

1億4,494万円

2億6,855万円

520万円

800万円

342万円

3億4,330万円

3,118万円

1,190万円

8,335万円

929万円

 264万円

2億458万円

6,017万円

1億7,704万円

7,361万円

1億7,607万円

4億25万円

8,179万円

1億2,936万円

6,029万円

832万円

416万円

9,845万円

1,556万円

10億円

5億円

6,163万円

2,827万円

1,306万円

9億3,718万円

2,518万円

1,340万円

748万円

4,164万円

1億6,992万円

7,298万円

176万円

5億517万円

2,800万円

2,155万円

976万円

4,390万円

528万円

3億2,435万円

9,267万円

2億9,364万円

4,630万円

1,937万円

9億4,836万円

1億912万円

1億7,831万円

2億5,836万円

8,653万円

1,322万円

804万円

 1,875万円

760万円

1億351万円

 1,118万円

2,113万円

1億9,343万円

1,228万円

2,178万円

4,324万円

520万円

4,617万円

1,354万円

3億7,515万円

1,500万円

2,442万円

3億6,070万円

３  平成３０年度の主な事業 
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４  予算の内容 

（１）一般会計 

○歳入予算 

財政の効率的運用と健全化の確保の観点に立ち、現行制度の中で可能な限りの財源確保に努

めています。 

歳入予算の項目別構成比は図２のとおりですが、町税が４３．４％で最も多く、次いで繰入

金、国庫支出金の順となっています。 

    一方、歳入予算を自主財源（町が自主的に調達できる財源）と依存財源（国や県からの補助

金等や、事業執行のために借り入れる町債などの財源）に分類すると、自主財源構成比が６５．

７％と依存財源よりも多くなっています。 

図２ （単位：千円） 
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○歳出予算 

ア【目的別にみた歳出予算】 

歳出予算は、法令の定めるところに従い、分野ごとに支出の目的に応じた款・項に区分し、編

成しています。 

目的別経費とは、経費を行政サービスの目的ごとに分ける方法で、「障害者や高齢者福祉の充

実、子育て支援の経費（民生費）」「道路や公園の整備のための経費（土木費）」「学校教育のため

の経費（教育費）」などに分けられます。 

歳出予算の目的別構成比は、図３のとおりです。民生費が５３億７，３９２万４千円で３６．

１％を占め最も多く、次いで総務費、教育費、土木費となっています。 

図３                                 （単位：千円） 
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イ【性質別にみた歳出予算】

歳出予算の性質別分類とは、経費をその経済的性質を基準として分類するもので、義務的経費、

投資的経費、その他の経費の３つに大別されます。義務的経費とは、人件費や公債費、扶助費の

ように支出が義務づけられているもので、投資的経費とは普通建設事業費等をいいます。 

歳出予算の性質別構成比は、図４のとおりです。物件費が２１．９％と最も多く、次いで補助

費等が１６．１％となっています。 

図４                                 （単位：千円） 
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（２）特別会計 

    町が特定の事業を行う場合、その経理を明確にするために、一般の歳入歳出と区分して、 

条例等により特別会計を設置することができます。 

    本町では、今年度から新たに設置した工業団地造成事業特別会計を含む、合計５つの特別会

計を設置しており、平成３０年度当初予算は合計で７４億４，６６７万７千円となっています。 

  平成３０年度特別会計の当初予算は表２のとおりです。 

表２ 

平成３０年度予算と平成２９年度予算との比較（特別会計） 

（単位：千円） 

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減額 伸び率（％）

土 地 取 得 特 別 会 計 1,142,138 1,135 1,141,003 100,528.90

工業団地造成事業特別会計 268,554 0 268,554 皆増

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,346,494 4,083,315 △ 736,821 △ 18.04

介 護 保 険 特 別 会 計 2,310,949 2,517,781 △ 206,832 △ 8.21

後期高齢者医療特別会計 378,542 340,675 37,867 11.12

合　　計 7,446,677 6,942,906 503,771 7.26
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第２  平成２９年度下半期における補正予算の状況 

補正予算とは、予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加その他の変

更を加えるものです。 

平成２９年度下半期においては、１２月及び３月の議会に提出し、それぞれ議決され

ました。 

また、議会を招集する時間的余裕がないなどの理由で、長が議会に代わって議決案件

等について処分することを専決処分といいますが、予算整理のため３月末に専決処分を

行いました。

補正予算の内容については以下のとおりです。

１ 一般会計 

（１）補正予算

①１２月補正予算（９億３３２万５千円増額）の主な内容 

歳入：町債３億７，０７０万円増、町税２億４，５３２万６千円増、 

県支出金１億３，５６３万７千円増、国庫支出金１億７５３万円増、 

諸収入３，９６４万６千円増、使用料及び手数料４４８万６千円増 

歳出：農林水産業費３億５，７１７万４千円増、民生費３億６０９万８千円増、 

教育費１億９，２９０万８千円増、総務費１，７３１万２千円増、 

土木費１，７１２万２千円増 等 

②３月補正予算（１５億９，１６７万６千円増額）の主な内容 

歳入：国庫支出金６億２，０００万４千円増、町債５億５，５８０万円増、 

町税３億７，７６７万５千円増、県支出金７，１５０万１千円増、 

繰入金４，０００万円減 等 

歳出：総務費１６億４，４９９万２千円増、農林水産業費７，２２４万円増、 

災害復旧費１，７８８万６千円増、土木費１億９５９万４千円減、 

衛生費２，２４７万４千円減、民生費１，２７０万８千円減 等 

（２）専決処分 

①３月補正予算（７億８，５９９万５千円減額）の主な内容 

歳入：地方交付税１億４，３０９万８千円増、町税 1億２，４９５万８千円増 

国庫支出金３億９，４０４万円減、町債３億６，２７０万円減、 

繰入金３億６，１７９万円減、県支出金１億５，１０８万８千円減 等 

歳出：総務費１億４，６９３万円増、衛生費４億５，８７６万３千円減、 

農林水産業費１億５，９８９万１千円減、災害復旧費１億１，６５６万９千円減 等 
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２ 特別会計 

   特別会計は、下半期において、総額８，６５２万７千円の減額補正をした結果、これを既定

の予算と合わせると７１億８，６０７万３千円となりました。 

表３ 平成２９年度予算の会計別・月別補正状況（下半期分） 

（単位：千円） 

９月専決後 １２月 ３月 ３月 平成29年度
現計予算額 補正額 補正額 専決額 最終予算額

15,739,293 903,325 1,591,676 △ 785,995 17,448,299

7,272,600 504 △ 85,031 △ 2,000 7,186,073

土 地 取 得 1,135 1,135

国民健康保険 4,253,056 88,606 4,341,662

介 護 保 険 2,676,462 △ 164,275 △ 2,000 2,510,187

後期高齢者医療 341,947 504 △ 9,362 333,089

23,011,893 903,829 1,506,645 △ 787,995 24,634,372

区　　分

一般会計A

特別会計B

合　計A+B
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第３  平成２９年度における予算の執行状況 

予算の執行は、長の責任において実施されます。平成２９年度の予算においても、事

務事業の効率的・効果的な執行に努めました。 

 今回は、当初・補正予算に係る平成３０年３月３１日現在の執行状況を掲載していま

すので、平成２８年度からの繰越事業は除いていますが、繰越事業を含む平成２９年度

の最終の執行状況については、平成３０年１２月の「財政事情」で公表します。 

平成２９年度の一般会計予算及び特別会計予算の平成３０年３月３１日現在の執行状

況は次のとおりです。

１ 一般会計予算の執行状況 

（１）歳入 

平成３０年３月３１日現在で、総額１７４億４，８２９万９千円の予算に対し、１３２億１２

０万２千円が収入済となっており、収入割合は、７５．７％です。 

今後、出納閉鎖期日（５月３１日）までに、町税や繰入金、地方債等を収納して、平成２９年

度の収入額が確定します。 
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平成２９年度歳入予算の執行状況 

(単位：千円）

区　　　分 収入率 予算との差額

款　　　名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(B)-(A)

％ ％ ％

町 税 6,995,952 40.1 6,867,085 52.0 98.2 △ 128,867

地 方 譲 与 税 198,711 1.1 198,711 1.5 100.0 0

利 子 割 交 付 金 9,012 0.1 9,012 0.1 100.0 0

配 当 割 交 付 金 12,640 0.1 12,640 0.1 100.0 0

株式譲渡所得割交付金 18,353 0.1 18,353 0.1 100.0 0

地 方 消 費 税 交 付 金 763,379 4.4 763,379 5.8 100.0 0

ゴ ル フ 場 利用税交付金 16,360 0.1 16,360 0.1 100.0 0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 25,039 0.1 25,039 0.2 100.0 0

国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

3,010 0.0 3,010 0.0 100.0 0

地 方 特 例 交 付 金 35,802 0.2 35,802 0.3 100.0 0

地 方 交 付 税 466,307 2.7 466,307 3.5 100.0 0

交通安全対策特別交付金 9,000 0.1 9,352 0.1 103.9 352

分 担 金 及 び 負 担 金 351,659 2.0 296,872 2.2 84.4 △ 54,787

使 用 料 及 び 手 数 料 157,332 0.9 158,247 1.2 100.6 915

国 庫 支 出 金 2,719,641 15.6 1,858,043 14.1 68.3 △ 861,598

県 支 出 金 1,435,296 8.2 873,075 6.6 60.8 △ 562,221

財 産 収 入 529,240 3.0 415,421 3.1 78.5 △ 113,819

寄 附 金 6,813 0.0 7,214 0.1 105.9 401

繰 入 金 559,231 3.2 0 0.0 0.0 △ 559,231

繰 越 金 630,520 3.6 630,520 4.8 100.0 0

諸 収 入 223,302 1.3 179,360 1.4 80.3 △ 43,942

町 債 2,281,700 13.1 357,400 2.7 15.7 △ 1,924,300

合 計 17,448,299 100.0 13,201,202 100.0 75.7 △ 4,247,097

予算額 収入済額
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（２）歳出 

  平成３０年３月３１日現在で、１７４億４，８２９万９千円の予算に対し、支出済総額は１１

７億１，９０６万３千円、６７．２％の支出割合となっています。 

  ３月末までに完了した事務事業等の支払いは、出納整理期間の４、５月に行います。 

平成２９年度歳出予算の執行状況 

（単位：千円）

区　分 支出率 未執行額

款　名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(A)-(B)

％ ％ ％

議 会 費 129,980 0.7 120,384 1.0 92.6 9,596

総 務 費 3,547,083 20.3 1,096,568 9.4 30.9 2,450,515

民 生 費 5,370,124 30.8 4,475,609 38.2 83.3 894,515

衛 生 費 1,406,740 8.1 1,204,074 10.3 85.6 202,666

労 働 費 3,483 0.0 2,752 0.0 79.0 731

農 林 水 産 業 費 866,310 5.0 333,066 2.8 38.4 533,244

商 工 費 303,969 1.7 290,904 2.5 95.7 13,065

土 木 費 1,345,905 7.7 851,142 7.3 63.2 494,763

消 防 費 455,067 2.6 394,978 3.4 86.8 60,089

教 育 費 1,912,564 11.0 1,188,298 10.1 62.1 724,266

災 害 復 旧 費 495,675 2.8 237,894 2.0 48.0 257,781

公 債 費 1,574,070 9.0 1,523,394 13.0 96.8 50,676

諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0.0 0

予 備 費 37,329 0.3 0 0.0 0.0 37,329

合 計 17,448,299 100.0 11,719,063 100.0 67.2 5,729,236

予算額 支出済額



17

２ 特別会計予算の執行状況

  平成３０年３月３１日現在の歳入・歳出の状況は下表のとおりです。 

  今後、出納閉鎖期日（５月３１日）までに、収納及び支払いが行われ金額が確定します。 

（１）歳入
（単位：千円）

区　分 収入率 予算との差額

会計名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(B)-(A)

％ ％ ％

土 地 取 得 特 別 会 計 1,135 0.0 619 0.0 54.5 △ 516

国民健康保険特別会計 4,341,662 60.4 3,745,689 60.4 86.3 △ 595,973

介 護 保 険 特 別 会 計 2,511,240 34.9 2,132,133 34.4 84.9 △ 379,107

後期高齢者医療特別会計 333,089 4.7 320,283 5.2 96.2 △ 12,806

合 計 7,187,126 100.0 6,198,724 100.0 86.2 △ 988,402

（２）歳出
（単位：千円）

区　分 支出率 未執行額

会計名 金額(A) 構成比 金額(B) 構成比
(B)/(A)
×100

(A)-(B)

％ ％ ％

土 地 取 得 特 別 会 計 1,135 0.0 594 0.0 52.3 541

国民健康保険特別会計 4,341,662 60.4 3,854,552 62.9 88.8 487,110

介 護 保 険 特 別 会 計 2,511,240 34.9 1,984,636 32.4 79.0 526,604

後期高齢者医療特別会計 333,089 4.7 290,713 4.7 87.3 42,376

合 計 7,187,126 100.0 6,130,495 100.0 85.3 1,056,631

予算額 収入済額

予算額 支出済額
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第４  町税の調定・収入状況 

町の行政経費については、町税、あるいは使用料などの形で、町民の皆さんに直接又

は間接的に負担していただいています。 

 ここでは、一般会計歳入のうち、町民の皆さんに納めていただいている町税について、

その調定・収入の状況を説明します。 

平成３０年３月３１日現在の町税の調定・収入状況は、次の表のとおりです。 

調定の合計は７２億６，４６７万７千円で、前年同期比で５億１，１０４万５千円（７．６％）

の増額となっています。調定額とは、税金の収入予定額を指します。 

収入の合計は６８億６，７０８万５千円で、前年同期比で４億９，７５２万９千円（７．８％）

の増収となっており、出納閉鎖期日（５月３１日）まで収納が行われ、金額が確定します。 

（単位：千円）

徴収率

平成29年度 平成28年度 増減額
伸び率
（％）

平成29年度 平成28年度 増減額
伸び率
（％）

平成29年度

個 人 町 民 税 2,228,894 2,175,118 53,776 2.5 1,987,693 1,923,683 64,010 3.3 89.2%

法 人 町 民 税 999,537 492,439 507,098 103.0 984,560 486,735 497,825 102.3 98.5%

固 定 資 産 税 3,523,974 3,570,071 △ 46,097 △ 1.3 3,419,384 3,454,146 △ 34,762 △ 1.0 97.0%

国 有 資 産 等
所在市町村交付金

36,320 34,088 2,232 6.5 36,320 34,088 2,232 6.5 100.0%

軽 自 動 車 税 123,784 115,711 8,073 7.0 112,944 104,704 8,240 7.9 91.2%

町 た ば こ 税 352,168 366,205 △ 14,037 △ 3.8 326,184 366,200 △ 40,016 △ 10.9 92.6%

合 計 7,264,677 6,753,632 511,045 7.6 6,867,085 6,369,556 497,529 7.8 94.5%

町税の調定・収入状況表

調 定 額 収 入 額

※菊陽町総務部税務課調べ。 
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第５  町債の状況 

町が行う道路等の新設改良、農業関係の施設や、大規模な恒久的施設の建設、あるい

は災害復旧事業などについては、一時的に多額の資金が必要になること、また、将来に

わたり町民の福祉の増進のために利用されるため、将来の世代にも等しく経費を負担し

ていただくことが妥当であることから、これらの事業の財源として町債を充てることが

認められています。 

  町債の現在高は次の表のとおりです。目的別にみると、一般会計においては、臨時財政対策債

が総額の３４．８％と最も比率が高く、次いで普通債の教育債が３１．８％、普通債の土木債が

１６．７％となっています。 

  なお、平成２９年度末の現在高には、平成２９年度に発行を同意された地方債で平成３０年

４・５月に借り入れる額を含んでいます。 

町債現在高表 （単位：千円）

平 成 28 年 度 末
現 在 高

平 成 29 年 度 末
現 在 高

(A) 借入額 (B) 償還元金 (C) (A)+(B)-(C)

普通債 9,694,382 753,400 1,108,405 9,339,377 57.1

総務債 1,115,119 0 373,223 741,896 4.5

民生債 133,809 40,400 14,213 159,996 1.0

農林水産債 106,879 175,100 18,751 263,228 1.6

土木債 2,978,789 135,000 386,881 2,726,908 16.7

消防債 271,318 2,900 34,085 240,133 1.5

教育債 5,088,468 400,000 281,252 5,207,216 31.8

災害復旧債 686,018 530,900 746 1,216,172 7.5

総務債 24,200 81,600 105,800 0.6

民生債 2,500 8,800 11,300 0.1

農林水産債 10,618 746 9,872 0.1

消防債 2,400 2,400 0.0

土木債 32,300 29,500 61,800 0.4

教育債 91,900 50,000 141,900 0.9

その他 524,500 358,600 883,100 5.4

その他 5,797,110 354,500 341,576 5,810,034 35.4

臨時財政対策債 5,667,984 354,500 311,794 5,710,690 34.8

減税補てん債 120,703 0 21,359 99,344 0.6

臨時税収補てん債 8,423 0 8,423 0 0.0

臨時財政特例債 0 0 0 0.0

16,177,510 1,638,800 1,450,727 16,365,583 100.0

土地取得 0 0 0 0 0.0

0 0 0 0 0.0

16,177,510 1,638,800 1,450,727 16,365,583 100.0

平 成 29 年 度 中 増 減 額 構成比
（％）

普

通

会

計

一

般

会

計

一般会計　合計

特
別

会

計 特別会計　合計

普通会計　合計
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第６  町有財産の状況 

町は、町民の福祉を増進するための事務や事業を行う上で必要な庁舎、学校などの土

地及び建物をはじめ、山林、有価証券などの財産を保有しています。 

 町では、町有財産を常に良好な状態で管理するとともに、その所有の目的に応じ、効

率的な運用に努めています。 

町の財産は次のように分類されます。 

公有財産
行政財産

公 用 財 産
町が、事務・事業に直接使用することを本来の目的とする財産

（例：庁舎等） 

公共用財産
町民の一般的共同利用に供することを本来の目的とする財産

（例：学校、公営住宅、体育館、図書館、公園、道路） 

普 通 財 産 行政財産以外の一切の公有財産 

物 品
町が所有する動産など（現金などを除く） 

（例：備品、公用車） 

債 権
金銭の給付を目的とする権利 

（例：町税・分担金・使用料に関する債権、貸付金） 

基 金
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額

の資金を運用するために設けるもの 

平成３０年３月３１日現在の町有財産の状況は、次のとおりです。 
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１ 土地・建物 

（１）土地 

分 類 平成 30 年 3 月 31 日 現在 平成 29 年 3 月 31 日 現在 増 減 備 考

㎡ ㎡ ㎡

14,356 14,356 0

警 察 （ 消 防 ） 施 設 5,081 3,897 1,184

そ の 他 の 施 設 0 0 0

学 校 193,207 189,971 3,236

公 営 住 宅 59,106 59,530 △ 424

公 園 404,560 372,047 32,513

そ の 他 の 施 設 196,320 273,198 △ 76,878

872,630 912,999 △ 40,369

普 1,366,665 1,366,665 0

通 38,142 61,311 △ 23,169

財 47,333 105,675 △ 58,342

産 1,452,140 1,533,651 △ 81,511

2,324,770 2,446,650 △ 121,880

区 分

本 庁 舎

そ
の
他
の

行
政
機
関

公

共

用

財

産

小 計

山 林

宅 地

雑 種 地 ・ 原 野

小 計

合 計

行

政

財

産

（２）建物 

分 類 平成 30 年 3 月 31 日 現在 平成 29 年 3 月 31 日 現在 増 減 備 考

㎡ ㎡ ㎡

5,180 5,320 △ 140

警 察 （ 消 防 ） 施 設 0 33 △ 33

そ の 他 の 施 設 0 0 0

学 校 58,250 59,881 △ 1,631

公 営 住 宅 18,382 18,612 △ 230

公 園 1,573 1,608 △ 35

そ の 他 の 施 設 32,265 32,632 △ 367

115,650 118,086 △ 2,436

0 0 0

1,106 951 155

0 0 0

1,106 951 155

116,756 119,037 △ 2,281

普

通

財

産

山 林

宅 地

雑 種 地 ・ 原 野

小 計

合 計

区 分

行

政

財

産

本 庁 舎

そ
の
他
の

行
政
機
関

公

共

用

財

産

小 計
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２ 山林 

平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増 減 平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増 減

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

所 有 452,057 452,057 0 23,345 23,254 91

分 収 914,608 914,608 0 34,926 36,121 △ 1,195

計 1,366,665 1,366,665 0 58,271 59,375 △ 1,104

土地の
権利の
区分

面　　積 立木の推計蓄積量

３ 有価証券 

区　　　　　分 平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増　減 備　考

千円 千円

熊本 空 港 ビ ル デ ィ ン グ （ 株 ） 株 券 8,000 8,000 0

豊肥本線高速鉄道保有 （ 株 ） 株券 26,700 26,700 0

合　　　　　計 34,700 34,700 0

４ 出資による権利 

区 分 平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増 減 備 考

千円 千円 千円

熊本県信用保証協会（商工会）出捐金 20,500 20,500 0

熊本県農業信用基金協会出資金 2,270 2,270 0

（財）熊本県農業公社出資金 1,397 1,397 0

（財）熊本県農業公社出捐金 192 192 0

（社）熊本県畜産協会出資金 40 40 0

（財）熊本県林業従事者育成基金拠出金 1,105 1,105 0

菊池森林組合出資金 1,526 1,526 0

（有）さんふれあ出資金 8,800 8,800 0

（財）くまもとテクノ産業財団出捐金 50 50 0

（財）熊本県雇用環境整備協会出捐金 2,500 2,500 0

（財）熊本県角膜・腎臓バンク協会出捐金 1,287 1,287 0

（財）熊本県さわやか長寿財団出捐金 1,313 1,313 0

（公財）熊本県暴力追放運動推進センター出捐金 600 600 0

（財）白川水源地域対策基金出捐金 1,000 1,000 0

（福）菊陽町社会福祉協議会出資金 900 900 0

（財）熊本県環境整備事業団出捐金 18 18 0

地方公共団体金融機構出資金 2,400 2,400 0

合 計 45,898 45,898 0
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５ 物品 

平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増　減 備　考

台 台 台

乗用車 81 87 △ 6

庁用備品 42 0 42

機械器具 35 0 35

教育物品 7 0 7

計 165 87 78

６ 債権 

区 分 平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増 減 備 考

千円 千円 千円

奨 学 資 金 3,480 3,663 △ 183

住 宅 新 築 資 金 4,290 4,290 0

住 宅 改 修 資 金 6,409 6,409 0

宅 地 取 得 資 金 12,550 12,550 0

災 害 援 護 資 金 7,471 7,685 △ 214

合 計 34,200 34,597 △ 397
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７ 基金 

区　　　分 平成30年3月31日現在 平成29年3月31日現在 増　減 備　考

千円 千円

財 政 調 整 基 金 2,131,871 2,421,228 △ 289,357

減 債 基 金 598,558 598,254 304

公 共 施 設 整 備 基 金 388,582 368,067 20,515

ふ る さ と 創 生 事 業 基 金 341,361 346,257 △ 4,896

人 材 育 成 基 金 105,450 110,017 △ 4,567

社 会 福 祉 振 興 基 金 254,707 255,048 △ 341

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金 55,283 149,645 △ 94,362

学 校 建 設 基 金 263,486 263,328 158

表 彰 基 金 4,523 4,519 4

ス ポ ー ツ ・ 文 化 振 興 基 金 69,639 73,288 △ 3,649

ふ る さ と 水 と 土 保 全 基 金 10,678 10,669 9

町 営 住 宅 建 設 基 金 1,272 1,271 1

総 合 ス ポ ー ツ 施 設 整 備 基 金 400,240 200,140 200,100

療 養 給 付 支 払 基 金 992 992 0

介 護 給 付 費 準 備 基 金 103,681 118,533 △ 14,852

土 地 開 発 基 金 116,441 116,405 36

合　　　計 4,846,764 5,037,661 △ 190,897

※ 平成３０年３月３１日現在の数値は、今後、決算整理により変動することがあります。 
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付表１

１　歳入 （単位：千円）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額
(B)

構成比
最終予算額
（C)

構成比 (A)-(B) (A)/(B) (A)-（C) （A)/（C)

％ ％ ％ ％ ％

1 町 税 6,456,362 43.4 6,173,979 42.3 6,995,952 40.1 282,383 104.6 △ 539,590 92.3

工業団地造成事業特別会計268,554 ― ― ― ― ― ―

2 地 方 譲 与 税 192,175 1.3 192,377 1.3 198,711 1.1 △ 202 99.9 △ 6,536 96.7

3 利 子 割 交 付 金 5,711 0.0 3,493 0.0 9,012 0.1 2,218 163.5 △ 3,301 63.4

4 配 当 割 交 付 金 9,017 0.1 5,171 0.0 12,640 0.1 3,846 174.4 △ 3,623 71.3

5 株式等譲渡所得割交付金 3,730 0.0 1,704 0.0 18,353 0.1 2,026 218.9 △ 14,623 20.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 722,640 4.9 688,444 4.7 763,379 4.4 34,196 105.0 △ 40,739 94.7

7 ゴルフ場利用税交付金 14,958 0.1 10,522 0.1 16,360 0.1 4,436 142.2 △ 1,402 91.4

8 自動車取得税交付金 26,877 0.2 13,355 0.1 25,039 0.1 13,522 201.3 1,838 107.3

9
国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

2,757 0.0 2,757 0.0 3,010 0.0 0 100.0 △ 253 91.6

10 地 方 特 例 交 付 金 35,802 0.2 35,938 0.2 35,802 0.2 △ 136 99.6 0 100.0

11 地 方 交 付 税 223,561 1.5 441,000 3.0 466,307 2.7 △ 217,439 50.7 △ 242,746 47.9

2
6 12 交通安全対策特別交付金 9,000 0.1 9,000 0.1 9,000 0.1 0 100.0 0 100.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 353,891 2.4 351,931 2.4 351,659 2.0 1,960 100.6 2,232 100.6

14 使 用 料 及 び 手 数 料 159,172 1.1 153,269 1.1 157,332 0.9 5,903 103.9 1,840 101.2

15 国 庫 支 出 金 1,883,619 12.7 2,379,787 16.3 2,719,641 15.6 △ 496,168 79.2 △ 836,022 69.3

16 県 支 出 金 1,194,051 8.0 1,257,805 8.6 1,435,296 8.2 △ 63,754 94.9 △ 241,245 83.2

17 財 産 収 入 132,865 0.9 75,897 0.5 529,240 3.0 56,968 175.1 △ 396,375 25.1

18 寄 附 金 10,000 0.1 502 0.0 6,813 0.0 9,498 1992.0 3,187 146.8

19 繰 入 金 2,431,340 16.3 886,650 6.1 559,231 3.2 1,544,690 274.2 1,872,109 434.8

20 繰 越 金 150,000 1.0 150,000 1.0 630,520 3.6 0 100.0 △ 480,520 23.8

21 諸 収 入 86,784 0.6 94,219 0.6 223,302 1.3 △ 7,435 92.1 △ 136,518 38.9

22 町 債 777,800 5.1 1,662,200 11.6 2,281,700 13.1 △ 884,400 46.8 △ 1,503,900 34.1

合 計 14,882,112 100.0 14,590,000 100.0 17,448,299 100.0 292,112 102.0 △ 2,566,187 85.3

平成30年度予算と平成29年度予算との比較（一般会計）

平成30年度 平成29年度 前 年 度 当 初 ・ 最 終 予 算 額 と の 比 較
区 分



２　歳出 （単位：千円）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額
(B)

構成比
最終予算額
（C)

構成比 (A)-(B) (A)/(B) (A)-（C) (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

1 議 会 費 129,356 0.9 129,348 0.9 129,980 0.7 8 100.0 △ 624 99.5

2 総 務 費 2,265,087 15.2 1,452,354 10.0 3,547,083 20.3 812,733 156.0 △ 1,281,996 63.9

3 民 生 費 5,373,924 36.1 5,132,091 35.2 5,370,124 30.8 241,833 104.7 3,800 100.1

4 衛 生 費 1,247,977 8.4 1,861,275 12.8 1,406,740 8.1 △ 613,298 67.0 △ 158,763 88.7

5 労 働 費 3,421 0.0 3,483 0.0 3,483 0.0 △ 62 98.2 △ 62 98.2

6 農 林 水 産 業 費 318,524 2.1 420,012 2.9 866,310 5.0 △ 101,488 75.8 △ 547,786 36.8

7 商 工 費 460,325 3.1 227,332 1.6 303,969 1.7 232,993 202.5 156,356 151.4

8 土 木 費 1,337,470 9.0 1,324,064 9.1 1,345,905 7.7 13,406 101.0 △ 8,435 99.4

9 消 防 費 502,088 3.4 411,489 2.8 455,067 2.6 90,599 122.0 47,021 110.3

10 教 育 費 1,877,752 12.6 1,719,120 11.8 1,912,564 11.0 158,632 109.2 △ 34,812 98.2

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 532,377 3.6 495,675 2.8 △ 532,377 0.0 △ 495,675 0.0

2
7 12 公 債 費 1,334,883 9.0 1,341,906 9.2 1,574,070 9.0 △ 7,023 99.5 △ 239,187 84.8

13 諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

14 予 備 費 31,305 0.2 35,149 0.1 37,329 0.3 △ 3,844 89.1 △ 6,024 83.9

合 計 14,882,112 100.0 14,590,000 100.0 17,448,299 100.0 292,112 102.0 △ 2,566,187 85.3

区 分
平成30年度 平成29年度 前 年 度 当 初 ・ 最 終 予 算 額 と の 比 較



付表２

（単位：千円）

平成30年度

当初予算額
(A)

当初予算額
（B)

最終予算額
（C)

(A)-(B) (A)/(B) （A)-（C) (A)/(C)

％ ％

土 地 取 得 特 別 会 計 1,142,138 1,135 1,135 1,141,003 100,628.9 1,141,003 100,628.9

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 268,554 0 0 268,554 ― 268,554 ―

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,346,494 4,083,315 4,341,662 △ 736,821 82.0 △ 995,168 77.1

介 護 保 険 特 別 会 計 2,310,949 2,517,781 2,510,187 △ 206,832 91.8 △ 199,238 92.1

28 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 378,542 340,675 333,089 37,867 111.1 45,453 113.6

合 計 7,446,677 6,942,906 7,186,073 503,771 107.3 260,604 103.6

平成29年度 前 年 度 当 初 ・ 最 終 予 算 額 と の 比 較
区 分

平成30年度予算と平成29年度予算との比較（特別会計）


